
　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議は８月２０
日、後期高齢者医療制度廃止後の新たな高齢者医療
制度の骨格となる中間取りまとめを了承した。
　新制度では現在の後期高齢者医療制度の被保険者
のうち、サラリーマンとその家族は継続して被用者
保険に、それ以外は国保に加入する仕組みとする。
ただし、高齢者が一気に市町村国保に加入した場合
に保険料負担増などが懸念されるため、７５歳以上ま
たは６５歳以上は当面、都道府県単位で財政運営し、

環境が整った段階で都道府県単位の国保を全年齢に
拡大する。
　政府は７月２７日夕の臨時閣議で、２０１１年度予算の
概算要求基準（シーリング）を閣議決定した。各省
庁が財務省に求める要求額は、１０年度予算から一律
１割削った額となる。１割削減で捻出した２.４兆円は
社会保障費の自然増１.２５兆円に充てるほか、成長戦
略やマニフェストの政策に使う１兆円超の「元気な
日本復活特別枠」に充てる。社会保障費本体と自然
増部分は削減の対象外となったため、各省庁が軒並
み１割削減の中で、厚生労働省の削減額は実質０.５％
で済んだ。
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※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３９、４１ページ

場　　所開始時間行　　　事
府医師会館３０５号室午後２時保険審査通信検討委員会３日金
京都リサーチパーク西地区４号館 ２階「ルーム２」午後３時第６３６回社会保険研究会

４日土
ウィングス京都（東洞院通六角下る）午後２時講演会「知っててよかった！ 大切なあなたの

　　　  健康を守るワクチンの話」

未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室８日水
未定午後１時ファイナンシャル相談室

１６日木 未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
奈良女子大学講堂午後１時反核医師・医学者のつどい１８日土
奈良女子大学講堂午前１０時反核医師・医学者のつどい１９日日
府医師会館４０４～４０６号室午後２時金融共済委員会

２２日水
未定午後２時経営相談室

事務所移転に伴う臨時休務日２４日金
事務所移転に伴う臨時休務日２５日土

9
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事

保険医協会会議室午後２時
知っておきたい「在宅医療点数」の基礎知識
（説明会）〈１回目〉

１０月１４日木

集合：京都ライトハウス前集合：午前１０時文化ハイキング（西陣方面）１０月１７日日
保険医協会会議室午後２時「届出医療の活用と留意点」説明会１０月２１日木

保険医協会会議室午後２時
知っておきたい「在宅医療点数」の基礎知識
（説明会）〈２回目〉

１０月３０日土

未定午後３時第６３７回社会保険研究会１１月６日土
保険医協会会議室午後２時新規開業予定者のための講習会１１月７日日
京都ブライトンホテル午後４時３０分外科診療内容向上会

１１月１３日土
舞鶴西総合会館３Ｆ林業センター会議室午後２時３０分中級コース　接遇マナー研修会
大阪ガスクッキングスクール京都午後２時男の料理教室１１月２０日土

今
後
の
予
定

＊１０月１６日土、１７日日に府北部で届出医療、在宅医療の説明会を開催します（詳細はグリーンペーパーをご覧下さい）。



都道府県国保の全年齢化「早期に実現」／新
高齢者制度
　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議（座長＝岩
村正彦・東京大大学院教授）は８月２０日、後期高齢
者医療制度廃止後の新たな高齢者医療制度の骨格と
なる中間取りまとめを了承した。前回会合での議論
や、その後の地方公聴会、意見交換会での意見を踏
まえ、全年齢を対象とした都道府県単位国保につい
て早期に実現を図る考えを盛り込んだ。
　新制度では現在の後期高齢者医療制度の被保険者
のうち、サラリーマンとその家族は継続して被用者
保険に、それ以外は国保に加入する仕組みとする。
ただし、高齢者が一気に市町村国保に加入した場合
に保険料負担増などが懸念されるため、７５歳以上ま
たは６５歳以上は当面、都道府県単位で財政運営し、
環境が整った段階で都道府県単位の国保を全年齢に
拡大する。
●国・地方の財政責任盛り込む
　中間取りまとめで、公費負担については「新たな
制度においても、引き続き、国と地方がそれぞれの
役割に応じて財政上の責任を十分に果たしていくこ
とが重要」と国や地方の財政責任に関する文言を新
たに盛り込んだ上で、「効果的な投入を図りつつ、充
実させていくことが必要」とした。
●「運営主体」と市町村の共同運営
　都道府県単位の「運営主体」については「都道府
県が担うべきとする意見が多数であった」としなが
らも、慎重意見にも配慮して引き続き検討する。「運
営主体」は均等割、および所得割の標準保険料率を
定めて市町村ごとに納付すべき額を決定。市町村が
高齢者の保険料賦課・徴収、資格管理などを担う
「共同運営」の仕組みを導入する。
●中間取りまとめ後も課題山積
　この日の会議で厚労省は、中間取りまとめ後に議
論すべき課題について１４項目に整理した。「運営主

体」を都道府県とするかどうかや、国保と被用者保
険の間での財政調整の仕組み、被用者保険者間の負
担の案分方法などを挙げており、９月以降に会議で
順次着手する。公費の投入方法や７０－７４歳の窓口負
担割合なども踏まえた上で、財政影響に関する試算
を秋に示し、年末までに最終取りまとめをする。
（８/２３MEDIFAXより）

社会保障費の自然増は容認／１１年度予算の概
算要求基準
　政府は７月２７日夕の臨時閣議で、２０１１年度予算の
概算要求基準（シーリング）を閣議決定した。各省
庁が財務省に求める要求額は、１０年度予算から一律
１割削った額となる。１割削減で捻出した２.４兆円は
社会保障費の自然増１.２５兆円に充てるほか、成長戦
略やマニフェストの政策に使う１兆円超の「元気な
日本復活特別枠」に充てる。社会保障費本体と自然
増部分は削減の対象外となったため、各省庁が軒並
み１割削減の中で、厚生労働省の削減額は実質０.５％
で済んだ。
　社会保障費を削減の対象としなかったことについ
て、野田佳彦財務相は会見で「自然増部分と本体を
合わせ慎重に検討しないといけない。（社会保障費
は）一律的な削減という性質にはなじまない」と説
明した。０９年夏の衆院選マニフェストで「社会保障
費２２００億円削減の撤廃」を約束したことも考慮した
とした。
　財政の健全化を図るため、政府内では１１年度予算
の歳出は１０年度の７１兆円以下とすることが早くから
決まっていた。借金も１０年度予算と同じ国債発行額
４４兆円を上回らないとの条件を決めた。このため今
回のシーリングでは、社会保障費の自然増と特別枠
の財源を捻出するために各省庁が予算を削らなけれ
ばならない格好となった。７１兆円のうち削減の対象
外である地方交付税や社会保障費などを除くと２４兆
円で、ここから２.４兆円をひねり出す。
　特別枠の配分については、各省庁が挙げた事業に
ついて、有識者の意見を踏まえた上で菅直人首相が
政治主導で決める。
　特別枠の額について民主党は２兆円を提言してい
たが、財源のめどが立たないため、閣議決定した文
書では「１兆円を相当程度に超えるもの」との記述
にとどめた。足りない部分については、「事業仕分け
第３弾」による特別会計の仕分けなどで歳出削減に
取り組み、予算編成過程で財源を捻出する。

京都保険医新聞２０１０年（平成２２年）８月２３・３０日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７５７・２７５８合併号

第１３４号４



●自然増も「できる限り合理化・効率化」
　社会保障費の自然増は容認しつつも、一方で「で
きる限り合理化・効率化に努める」との記述も加え
た。シーリングの閣議決定に至るまでの間に、国土
交通省など複数の省庁の大臣が「社会保障費も切り
込むべきだ」と主張してきた。政府関係者の１人は
「財源のめどが立たなかった場合、社会保障費に切り
込めとの声が強まる可能性はある」としており、「社
会保障費の自然増容認」は年末の予算編成まで予断
を許さない。（７/２８MEDIFAXより）

第１７５臨時国会が召集／参院議長に民主・西岡
氏
　第１７５臨時国会が７月３０日、招集された。参院本会
議は正副議長選を行い、議長に西岡武夫氏（民主）、副
議長に尾辻秀久氏（自民）を選出した。
　参院本会議はまた、常任・特別委員長も選び、厚
生労働委員長は柳田稔氏（民主）が留任した。
　会期は８月６日までの８日間。２、３両日には衆
院で、４、５両日には参院で、それぞれ菅直人首相
の就任後初となる予算委員会が開かれる。
（８/２MEDIFAXより）

ＲＦＯ延長法案が成立／売却なら機能維持・
住民理解前提
　社会保険病院と厚生年金病院などの売却を目的と
した「年金・健康保険福祉施設整理機構」の解散を
２年延長する議員立法が、８月６日の参院本会議で
可決、成立した。病院を売却する場合の前提条件と
して、長妻昭厚生労働相は参院厚生労働委員会で▽
地域医療を担う機能を維持する▽地方自治体と住民
の理解を得る―の２点を挙げた。
　病院の売却方法について自民党の衛藤晟一氏が参
院厚労委で質問した。売却の形態について長妻厚労
相は「基本的には入札を含めた譲渡の形態が基本と
なる」と述べた。「雇用継続を譲渡の条件にはしてい
ない」とも述べた。（８/９MEDIFAXより）

保険者間の差異「要因さまざま」／特定健診
受診率で政府答弁書
　政府は８月１０日の閣議で決定した答弁書で、特定
健診で国保加入者と組合健保加入者の間に受診率の
差異があるとの指摘に対し「特定健診の受診率の保
険者間の差異については、さまざまな要因が影響し
ていると考えられる」との見解を示した。川田龍平
氏（みんなの党）の質問に答えた。
　また、政府は市町村国保の被保険者の特定健診受
診率向上を図るため「都道府県を通じ、特定健診と
がん検診など他の健診を同時に実施するよう助言し
ている」とし、「特定健診を受診しやすいよう実施日
時を工夫するなど対策を行う市町村に対し助成を行
っているところ」とした。（８/１１MEDIFAXより）

科学・技術の配分方針を決定／１１年度予算で
科学技術会議
　政府の総合科学技術会議は７月１６日、２０１１年度の
科学・技術に関する予算などの資源配分方針を決定
した。各府省が概算要求を行う前にあらかじめ重要
施策を示す「アクション・プラン」などを駆使して、
新成長戦略の実現に貢献する科学・技術予算の充実
を図る方針を明記。その上で、医療・介護・健康の
質の向上を実現する「ライフ・イノベーション」の
推進を最重点化課題の１つに位置付けた。
　１１年度は、新成長戦略に盛り込まれたライフ・イ
ノベーションとグリーン・イノベーション分野につ
いて、アクション・プランを策定し、施策を推進す
る方針を提示。具体的には、ライフ・イノベーショ
ンについて①予防医学の推進による罹患率の低下②
革新的診断・治療法の開発による治癒率の向上③高
齢者、障害者の科学技術による自立支援―の３項目
で、有効な施策を戦略的に推進するとした。
（７/２０MEDIFAXより）
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【７月】◆金賢姫元工作員が来日（２０日）◆スイス・観光列車「氷河特急」脱線（２３日）◆在沖縄米海兵隊のグアム移転延期（２７日）◆パ
キスタンで旅客機墜落（２８日）
【８月】◆クラスター禁止条約が発効（１日）◆日テレ記者、防災ヘリ墜落現場取材で遭難死（１日）◆２００９年度国民年金保険料納付率
が最低（５日）◆中国・土石流で死者多数（８日）◆日韓併合１００年首相談話で植民地支配謝罪（１０日）◆改正臓器移植法に基づき家族承
諾で脳死移植（１０日）◆国の借金９００兆円突破（１０日）◆広島女児殺害、被告の無期確定（１１日）◆京都市・所在不明高齢者１９人を台帳か
ら削除（１２日）

（２０１０年７月１８日～８月１４日） 



外国人受け入れ「地域の医療機関にも」／政
府のニューツーリズム案
　政府の観光立国推進本部（本部長＝前原誠司国土
交通相）のワーキングチームは、医療やスポーツ、
文化などと観光を組み合わせた「ニューツーリズム」
の振興策をこのほどまとめた。医療観光では「地域
経済の活性化にも資することが期待される」とし、
都市部の医療機関だけでなく、地域の医療機関への
誘客を目指す方向性を盛り込んだ。ワーキングチー
ムは近く、同本部に報告し、外国人観光客の増加に
向けて活用する。
　振興策では、医療観光について「需要が高まり、
国際交流や国際貢献、さらには地域経済の活性化に
も資することが期待されている」と指摘。健診分野
では、地方自治体などが取り組む先駆的な事例につ
いて、海外プロモーションを行って認知度の向上を
図るとともに、地域の医療機関への誘客を目指すこ
とを提案した。
　治療分野では、日本が世界に誇る医療分野をブラ
ンド化し、世界に発信することを提案。一方で「医
師不足など医療の実態を踏まえ、国民への医療の確
保に支障が生じないよう、十分な配慮が必要」と指
摘している。
　こうした提案を実現するため、関係省庁が連携し
て行う施策として、海外の医療保険を日本国内の医
療機関でも利用できる仕組みを検討するとしたほ
か、受け入れ支援事業者の育成、受け入れ医療機関
の認証制度の検討などを挙げた。
（８/１７MEDIFAXより）

社会保障分野を重視／予算特別枠で菅首相
　菅直人首相は８月４日の参院予算委員会で、２０１１
年度予算の概算要求基準で設けられた１兆円超の特
別枠について「社会保障の充実につながる分野が最
も充実すべき分野だと考えている」と述べ、医療や
介護、保育などを重視する考えを示した。櫻井充氏
（民主）の質問に答えた。
　医療や介護のマンパワーの現状について菅首相は
「慢性的な人手不足であり、需要はある」と指摘。処
遇が悪いために人材が定着しないとした上で「ある
程度、財政出動して、きちんと対応ができれば仕事
に就くことができる。失業率が下がればデフレ脱却
にもつながり、医療、介護、保育などの社会保障の
充実にもつながっていく」と語った。
　特別枠としてどの予算項目を採用するかに関して

は「いろんな意見を含めて、最終的には私の判断に
なるかと思う」とした上で「社会保障にもっとお金
を使うことが重要だと思っている」と述べた。
（８/５MEDIFAXより）

ＨＰＶワクチン「予算付けたい」／長妻厚労相
　長妻昭厚生労働相は８月４日の参院予算委員会で
「子宮頸がんの予防ワクチンに関する公費助成につ
いて、ぜひ予算を付けていきたいと考えている」と
述べ、ＨＰＶワクチン接種の公費助成に必要な経費
を概算要求に盛り込みたいとの考えを示した。櫻井
充氏（民主）の質問に答えた。
　長妻厚労相は「子宮頸がんワクチンといっても、
万能ではないということを、国民の皆さんにきちん
と申し上げなければならない。一定程度の副反応が
あることも伝えなければならない」と述べ、正しい
知識の普及に努める必要性に言及した。さらに「法
的枠組みをつくるのかどうかなど、いろいろな議論
ある」と指摘し、厚生科学審議会・感染症分科会予
防接種部会の中に小委員会を設置して、がん検診と
の一体的な対応なども含めて検討する考えを示し
た。（８/５MEDIFAXより）

混合診療解禁「考えていない」／長妻昭厚労相
　長妻昭厚生労働相は７月１６日の専門紙との記者懇
談会で、混合診療を全面解禁することは考えておら
ず、先進医療として認められている保険外併用療養
の運用改善で対応すべきとの考えを示した。
　政府の行政刷新会議が６月にまとめた規制・制度
改革に向けた「第１次報告書」では、保険外併用療
養の範囲拡大を提案している。報告書について長妻
厚労相は「もう少し範囲を広げる努力をしていきた
いと思うが、混合診療の全面解禁ということを直ち
にするということは私は考えていない」と述べた。
（７/２０MEDIFAXより）

民主党の部門会議が復活／１１年度予算編成が
最初の課題
　政権交代と同時に廃止された民主党の部門会議が
復活する。８月第１週に各部会が初会合を開く。政
府に参画できなかった党所属議員が強く要求してい
た党政策調査会の復活がこれで完全実施となる。部
門会議の最初の課題は２０１１年度予算編成で財源を生
み出すための無駄の削減の議論となる。
　部門会議は国会の常任委員会ごとに設け、党所属
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議員が政策を議論する。部門会議の座長と政調幹部
らからなる「拡大政調役員会」が部門会議全体の調
整を行い、政調幹部からなる「政策調査会役員会」
が政府への政策提言をまとめる。公務員制度改革担
当相として内閣に所属する玄葉光一郎政策調査会長
が政府に提言することで、０９年衆院マニフェストで
掲げた「政府への政策の一元化」を担保する。
　民主党は自公政権下では党に権力が集中し、特定
の業界と癒着した族議員が偏った政策を作ってきた
と批判。“族議員撲滅”のため「政府への政策の一元
化」を０９年衆院マニフェストに掲げ、野党時代にあ
った部門会議を含む政調を廃止した。このため党所
属議員からは「政策議論ができないのに政府の法案
の採決で党議拘束をかけられ、われわれは手挙げ要
員だ」と党内で政策議論ができないことへの不満が
噴出。一元化に強いこだわりのあった小沢一郎前幹
事長から枝野幸男幹事長に交代し、政調の復活が実
現した。
　厚生労働部門会議の座長に内山晃衆院厚生労働委
員会与党筆頭理事が就任することが正式に決まっ
た。（８/２MEDIFAXより）

厚労担当は菊田氏ら／民主・行刷ＰＴ
　民主党の行政刷新プロジェクトチーム（ＰＴ、座
長＝山口壯衆院議員）は８月１１日、役員会を開き、
秋から始まる政府の事業仕分けに向けて、無駄な事
業や特別会計を省庁別に調査する構成員を決めた。
厚生労働省と内閣府の事業を担当するワーキンググ
ループ（ＷＧ）の構成員は、これまでの事業仕分けで
仕分け人を務めた菊田真紀子衆院議員ら民主党の国
会議員１３人。
　このほかの構成員は以下の通り（敬称略）。▽石森
久嗣（衆）▽磯谷香代子（衆）▽田中美絵子（衆）
▽富岡芳忠（衆）▽長尾敬（衆）▽中根康浩（衆）
▽仁木博文（衆）▽初鹿明博（衆）▽福田衣里子
（衆）▽水野智彦（衆）▽山崎摩耶（衆）▽柚木道義
（衆）（８/１２MEDIFAXより）

議員立法、次期国会までに成案／自公・子宮
頸がんＰＴ
　自民党と公明党の「子宮頸がん予防ワクチンに関
するプロジェクトチーム（ＰＴ）」は８月６日、初会
合を開き、自公が党内で議論している子宮頸がん予
防推進法案を秋の臨時国会に提出することを確認し
た。

　ＰＴの座長には自民党の鴨下一郎政調会長代理が
就任。ＰＴの座長代理には公明党の松あきら参院議
員が就任。事務局長には自民党の松本純衆院議員、
事務局長代理には公明党の古屋範子衆院議員が就い
た。（８/９MEDIFAXより）

消費税議論を開始、社会保障と一体で／自民・
税調
　自民党の税制調査会と安心社会研究会は８月６
日、初めての合同会議を開き、７月の参院選に公約
として掲げた消費増税と社会保障改革を一体的に進
めるための議論を開始した。
　党税調と安心社会研究会の会長を兼務する野田毅
元自治相は冒頭のあいさつで、２０１１年度予算編成に
ついて「基礎年金の国庫負担割合３分の１を２分の
１にする。この財源手当てをめぐって非常に大きな
議論になる。下手をすると、年金不安にすら及びか
ねない」と指摘。「この問題（消費増税）は避けて通
れない。わが党は『当面１０％』ということを参院選
の公約とした。このことの背景をもう１回、お互い
が共有することから議論に入っていく」と述べ、増
税と社会保障の機能強化を一体的に議論する意向を
示した。（８/９MEDIFAXより）

新高齢者制度「これではできない」／自民・
大村氏
　自民党の厚生労働部会（加藤勝信部会長）は８月
４日、厚生労働省が７月２３日に中間取りまとめ案を
提示した高齢者医療制度改革について担当官から説
明を受けた。大村秀章衆院厚生労働委員会筆頭理事
は、新制度の基本骨格について「はっきり宣言して
おくが、これはできない」と明言。現行の後期高齢
者医療制度を設計したときの苦労を説明した上で、
都道府県や保険者などの財政調整の難しさを指摘し
た。
　また、加藤部会長は厚労部会で、部会の下に医療
小委員会と介護小委員会を設置することを明らかに
した。（８/５MEDIFAXより）

答申時期の見直しは「議論可能」／中医協、
検討課題を整理
　厚生労働省は７月２８日の中医協総会で、診療側と
支払い側の双方委員から提出されていた意見書に基
づいて、今後の議論の進め方の整理案を示した。診
療側が求めていた診療報酬改定の答申時期について
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は「中医協で議論可能」とした。次回総会までに２０１２
年度診療報酬改定に向けた課題の優先順位などを決
めた上で再度提示する。
　診療報酬改定は２月中旬答申、４月１日施行が慣
例となっているが、診療側委員が５月の総会で提出
した検討課題の意見書の中で見直しの必要性を指摘
していた。厚労省の整理では、施行時期に関しては
「中医協の議論だけでは対応できない」としたが、答
申時期については「中医協で議論可能」とした。
　診療側、支払い側双方の意見書では、１０年度診療
報酬改定の付帯意見を踏まえ、今後検討すべき課題
や議論に必要な調査を列挙していた。厚労省は付帯
意見の１６項目に沿って「中医協で議論可能」「中医協
の議論だけでは対応できない」のいずれかに整理。
指摘された調査については「既存の調査などで対応」
「今後調査予定」「現時点では調査予定なし」に区分
した。
　診療側が指摘した「ドクターフィー導入の是非」
については「中医協の議論だけでは対応できない」
としているほか、「消費税損税に関する実態調査」な
どは「調査予定なし」とした。「医療資源の過少な地
域での算定要件の緩和」については、「中医協で議論
可能」とした。（７/２９MEDIFAXより）

「５５年通知」論議を本格開始／中医協総会
　中医協（会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は７月
２８日の総会で、薬事法で承認された医薬品について
医師の学術的判断に基づく適応外使用を認めたいわ
ゆる「昭和５５年通知」などを活用したドラッグ・ラ
グ解消策の議論を本格的に開始した。５５年通知では
再審査期間が終了した医薬品しか対象にならないこ
とから、各委員は「５５年通知だけではドラッグ・ラ
グを解消できない」との認識で一致。今後はより幅
広い視点で患者の医薬品アクセス改善策を検討して
いく方向に議論が発展した。
　厚生労働省の説明によると５５年通知は、１９８０年９
月に当時の厚生省保険局長から支払基金あてに出さ
れた。効能・効果や用法・用量を機械的に当てはめ
ず、薬理作用を重視する医師の裁量権を認めたもの
で、学術上適正に使用する場合には適応外でも保険
適用を認める。有効性や安全性を確認する意味合い
から、再審査期間が終了した医薬品を対象としてい
る。また、「医薬品の審査に当たっては、厚生大臣の
承認した効能効果などを機械的に適用することによ
って都道府県の間においてアンバランスを来すこと

がないようにすること」と明記されている。
　また、安達秀樹委員（京都府医師会副会長）は、
「公知申請された品目を速やかに薬価収載しなけれ
ば、実質的なラグが生じかねない」と、「医療上の必
要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」での仕組
みについても問題提起した。
　５５年通知と、未承認薬・適応外薬検討会議はいず
れも、医学的な有用性が公知であるにもかかわらず、
実際には適応外使用されている医薬品について、患
者アクセスを改善する枠組み。５５年通知は症例ごと
に保険適用を柔軟に認める内容である一方、未承認・
適応外薬検討会議での仕組みは、製薬企業が医学的
に公知な新規適応を取得しやすくするのが狙い。新
たな治験を行わなくても、既存のデータで公知申請
し、効能・効果の一部変更承認を可能にする。
（７/１５・２９MEDIFAXより）

出産育児一時金、１１年度の対応は？／医療保
険部会で議論開始
　社会保障審議会・医療保険部会（座長＝糠谷真平・
国民生活センター顧問）は７月１４日、出産育児一時
金の２０１１年度以降の扱いについて議論を始めた。焦
点となるのは、１０年度末まで実施が猶予されている
医療機関への直接支払い制度の是非や、１０年度末ま
での暫定措置である一時金４万円上乗せの扱い。厚
生労働省は１１年度予算編成に伴い、１０年秋をめどに
結論を出す方針だ。
●高額療養費見直しも議論
　この日の部会では、高額療養費の見直しの議論も
始めた。厚労省は、７０歳未満の所得区分のうち各被
保険者の６－９割が対象となる「一般」の区分の中
で、所得が低い層の自己負担上限額引き下げや、自
己負担額が１万円となる高額長期疾病の対象追加な
どが国会で議論されていると説明した。委員からは
見直しによる保険者財政への影響などを示すよう求
める意見が出た。（７/１５MEDIFAXより）

チーム医療推進方策ＷＧを設置／厚労省会議
　厚生労働省のチーム医療推進会議（座長＝永井良
三・東京大大学院医学研究科教授）は７月１６日、チ
ーム医療の取り組みの指針となるガイドラインの策
定を検討する「チーム医療推進方策検討ワーキング
グループ（ＷＧ）」を設置することを決めた。厚労省
医政局医事課の杉野剛課長は「できるだけ速やかに
立ち上げたい」としている。
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　事務局は前回の会議で、チーム医療を推進する医
療機関の認定基準などを検討する「チーム医療認定
検討ＷＧ」の設置を提案したが、委員から反発があ
ったため、名称と検討項目を変更した。チーム医療
推進方策検討ＷＧでは、ガイドラインの策定のほか、
ガイドラインを活用したチーム医療の普及・推進の
方策や、各医療スタッフの業務範囲・役割について、
見直しを行うための仕組みを検討する。
（７/２０MEDIFAXより）

システム改修で検討会設置／新高齢者制度で
　厚生労働省は８月２０日の高齢者医療制度改革会議
で、後期高齢者医療制度廃止後の新たな高齢者医療
制度への移行に向けて、新たな国保のシステムの円
滑な構築を検討する「高齢者医療システム検討会」
を、国保中央会と共同で設置する方針を示した。市
町村の実務担当者９人と広域連合関係者６人のほ
か、厚労省、国保中央会関係者で構成する。厚労省
は全国知事会にも参加を打診したが、現段階での参
加は拒否されたとした。９月上旬に初会合を開く。
　全国知事会が不参加とした理由について、同会議
の神田真秋委員（愛知県知事）の代理で出席した高
尾和彦・同県副知事は「運営主体や共同運営の具体
的内容が固まっていない段階で、システムの話をど
れだけできるのか分からない」と説明し、今後の参
加については「条件が整えばその段階で検討する」
とした。（８/２３MEDIFAXより）

優秀作に指導監査部門の統合／厚労省の政策
コンテスト
　厚生労働省は７月２２日、職員が新たな政策のアイ
デアを提案する政策コンテストの２次選考を行い、
第１次選考を通過した７件の中から「対医療機関等
に対する指導監査部門の統合等」など３つを優秀作
として表彰した。最優秀作は「年金相談のためのワ
ンストップ窓口の設営について」だった。
　「対医療機関等に対する指導監査部門の統合等」を
プレゼンテーションした保険局の向本時夫医療指導
管理官は、給付適正化を目的に各制度で実施してい
る医療機関への調査、指導、監査の組織を統合する
ことを提案した。統合した組織は政策部門と切り離
して大臣官房に設置し一体的実施を図るべきとし
た。
　向本医療指導管理官は、プレゼンテーションの中
で「医療監視と保険医療指導監査では、医師数や看

護師数など調査項目に重複がある」と指摘。「今まで
４回あったものが１回になる。行政、医療機関の双
方にメリットがある」として指導監査部門の統合の
有効性を訴えた。（７/２３MEDIFAXより）

向精神薬、２７４６人が重複処方／厚労省、生活
保護受給者を調査
　厚生労働省は７月２７日、生活保護受給者による重
複受診のサンプル調査の結果を公表した。同一月に
複数の医療機関から向精神薬の処方を受けていたの
は２７４６人だった。長妻昭厚生労働相は閣議後の会見
で「こうした方々が不適切に向精神薬を入手してい
るかどうかは判明していないが、多くのケースで過
剰に処方されている疑いがある」とし、追跡調査を
実施して見極めていきたいとした。
　生活保護受給者が向精神薬を営利目的で入手し、
所持していた事案があったことから調査した。７月
末には指導、改善の状況を報告するよう求めている。
生活保護の医療扶助を受けている受給者のうち、
２０１０年１月に精神科に通院している受給者４万２１９７
人のレセプトを抽出して調べた。
　厚労省は、適正受診の指導などを求める通知を都
道府県などに発出した。（７/２８MEDIFAXより）

１０００万人の患者情報をＤＢ化／副作用分析で
厚労省、概算要求へ
　２０１５年度に１０００万人規模の患者情報を集めたデー
タベース（ＤＢ）を構築することを目標に、厚生労
働省は１１年度から５つの拠点病院で準備事業を始め
る。将来的にはＤＢを使って医薬品の副作用情報の
分析に役立てたい考えだ。準備事業では、ＤＢに集
める共通項目を決めるほか、個人情報の取り扱いの
ルール作りも進める。必要な経費を１１年度予算の概
算要求に計上する。
　厚労省医薬食品局によると、医薬品の副作用報告
は医療機関の自主的な報告に頼っており、その医薬
品を使用している患者数の母数は分からないとい
う。また、もともとの持病が副作用として報告され
る例もあり、現状では副作用の発生率などの正確な
把握が困難となっている。このため厚労省は、１０００
万人規模の患者情報をデータベース化し副作用の正
確な把握に努めることにした。
（８/２３MEDIFAXより）
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外国人医師受け入れ、年限を弾力化／厚労省
が回答
　日本の医師免許を持たない外国人医師が国内で診
療行為を行う際の規制緩和をめぐって、厚生労働省
は８月１０日までに、臨床修練制度の年限の弾力化な
どについて２０１０年度中に結論を得るとする見解を政
府の構造改革特別区域推進本部に返答した。一方、
外国人医師の規制緩和を提案した大阪市は、臨床修
練制度の具体的な見直しを要望。最終的な政府の方
針は、厚労省と提案主体との複数回のやり取りを経
て、１０月をめどに閣議決定される予定だ。
　構造改革特区本部は６月７日－７月６日に、特区
での規制の特例措置などに関して自治体や民間から
提案事項を募集していた。（８/１１MEDIFAXより）

月２回の請求・支払いスタート／出産一時金
　出産育児一時金直接支払い制度の月２回の請求・
支払いが７月２５日受け付け分からスタートした。「正
常分娩」でかつ「磁気媒体」での請求に限り、これ
までの月１回から月２回に変更した。
　制度の変更点は▽「正常分娩」で「磁気媒体」で
の請求・支払いが月１回から月２回に▽これまで原
則、妊婦の退院月の翌月１０日に請求受け付けだった
ものを退院当月の２５日にも請求を受け付け▽支払期
間が最大２カ月程度から１カ月半程度に短縮―の３
点。「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制
度」の実施要綱の改定で７月１日から適用し、７月
２５日受け付け分から実施されている。
（８/１０MEDIFAXより）

自然増、国費で約７４０億円削減／厚労省が公表
　厚生労働省は８月４日、社会保障費の自然増を抑
えるための適正化努力の内訳を公表した。国費ベー
スで医療は約５８０億円、介護は約４億円を削減し、雇
用や生活保護も含めた合計削減額は約７４０億円とし
た。
　２０１１年度予算の概算要求基準で認められた自然増
１.２５兆円について、長妻昭厚生労働相はこれまでに
「野放図に出しているわけではない。適正化努力の結
果、出した数字」と説明しており、今回、削減額の
具体的な数字を示した。
　医療の約５８０億円は、保険医療機関への指導・監査
の強化（０８年度削減額）、レセプト点検の徹底（０８年
度〈一部０７年度〉査定額）、後発医薬品の利用促進
（１０年度見込み）による削減の合計額。介護の約４億

円は、レセプト点検と介護給付費の利用者への通知
（いずれも０８年度削減額）で削減した。
　このほか、雇用で約１億円（０８年度削減額）、生活
保護関係で約１６０億円（１０年度見込み）の削減となる。
　厚労省大臣官房会計課は「適正化の効果について
は、年度が異なっていたり、純粋な国費の削減以外
に見込み額が含まれるため、合計額を求めることは
困難だが、機械的に合計した数字を出した」として
いる。（８/５MEDIFAXより）

厚労事務次官に阿曽沼氏／医政局長には大谷
官房長
　長妻昭厚生労働相は７月２３日、閣議後の会見で、
勇退する水田邦雄事務次官の後任に阿曽沼慎司医政
局長を昇格させる幹部人事案を明らかにした。医政
局長には大谷泰夫大臣官房長を起用。医系技官の指
定ポストだった医政局長には、２代連続で事務官が
就くこととなる。７月３０日付で発令する。
　上田博三健康局長は辞職し、後任には外山千也防
衛省大臣官房衛生監を充てる。医薬食品局長には間
杉純政策統括官（社会保障担当）が就任。伊岐典子
雇用均等・児童家庭局長は、独立行政法人「労働政
策研究・研修機構」に研究員として出向し、髙井康
行医薬食品局長が後任に就く。
　大臣官房長と政策統括官（社会保障担当）にはそ
れぞれ、岡崎淳一大臣官房総括審議官、香取照幸大
臣官房審議官（雇用均等・児童家庭、少子化対策担
当）を起用した。
●新しい厚労省幹部の主な略歴
【厚生労働事務次官】阿曽沼慎司氏（あそぬま・しん
じ）京都大経済学部卒、１９７４年厚生省入省。２００３年
に医薬食品局長、０５年に大臣官房長、０６年に老健局
長、０８年に社会・援護局長などを経て０９年から医政
局長。５９歳。広島県出身。
【大臣官房長】岡崎淳一氏（おかざき・じゅんいち）
東京大法学部卒、８０年労働省入省。０２年に職業安定
局総務課長、０５年に大臣官房総務課長などを経て、
０９年から大臣官房総括審議官。５３歳。東京都出身。
【医政局長】大谷泰夫氏（おおたに・やすお）東京大
法学部卒、７６年厚生省入省。９６年に年金局年金課長、
０１年に医政局総務課長、０６年雇用均等・児童家庭局
長などを経て、０８年から大臣官房長。５７歳。東京都
出身。
【健康局長】外山千也氏（とやま・せんや）自治医科
大医学部卒、９２年厚生省入省。９９年に保険局医療課
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医療指導監査室長、０５年に医政局国立病院課長、０６
年に国立がんセンター運営局長などを経て、０７年か
ら防衛省大臣官房衛生監。５６歳。新潟県出身。
【政策統括官（社会保障担当）】香取照幸氏（かとり・
てるゆき）東京大法学部卒、８０年厚生省入省。０２年
老健局振興課長、０５年雇用均等・児童家庭局総務課
長などを経て、０９年大臣官房審議官（雇用均等・児
童家庭、少子化対策担当）。５３歳。東京都出身。
（７/２６MEDIFAXより）

１２年度改定へ医療課長は鈴木氏／厚労省・課
長級人事
　介護報酬改定と同時となる２０１２年度診療報酬改定
の指揮を執る厚生労働省保険局医療課長に、鈴木康
裕・厚労省新型インフルエンザ対策推進本部事務局
次長（国立保健医療科学院企画調整主幹）が就任す
ることが７月２３日、分かった。鈴木氏は老健局老人
保健課長として０９年度介護報酬改定に携わってお
り、医療と介護の連携が最大の焦点となる１２年度同
時改定を見据えた布陣とする。発令は７月３０日付。
　１０年度診療報酬改定を取り仕切った佐藤敏信医療
課長は、環境省総合環境政策局環境保健部長に出向
する。このほか保険局では、神田裕二総務課長が内
閣府大臣官房審議官（経済財政運営担当）に出向し、
後任の総務課長に武田俊彦・医政局政策医療課長を
充てる。
　また、鈴木俊彦健康局総務課長は大臣官房会計課
長に就任する。
　老健局関連では、土生栄二振興課長が社会・援護
局障害保健福祉部障害福祉課長に就き、後任には川
又竹男・内閣府参事官（少子化対策担当）が就任す
る見通し。総務課企画官には宮崎敦文・大臣官房総
務課企画官が就く。（７/２６MEDIFAXより）

保険外サービス拡大で調査へ／経産省、８月
から
　医療・介護・健康関連産業を成長産業に位置付け、
公的保険外の周辺サービスを拡大するとした政府の
新成長戦略の実行に向け、経済産業省は８月から、
民間事業者の新規参入や医療・介護機関との連携を
阻害する制度上の課題を抽出するための調査事業に
乗り出す。調査と並行して、委員会やワーキンググ
ループを設置し、課題解決に向けた検討を行う。２０１１
年４月以降に報告書をまとめ、事業化に向けた取り
組みを加速させる。

　政府の新成長戦略では、医療・介護・健康関連産
業について「民間事業者等の新たなサービス主体の
参入も促進し、安全の確保や質の向上を図りながら、
利用者本位の多様なサービスが提供できる体制を構
築する」としている。経産省が６月にまとめた「産
業構造ビジョン」でも、医療・介護機関が抱える患
者らへの支援などを周辺サービスが受け入れ、公的
保険に依存した構造からの脱却を掲げている。
　調査事業は、経産省からの委託を受けた民間調査
会社・三菱総合研究所（東京）が実施する。現在、
調査実施者の選定を行っており、８月から調査を開
始する。（７/２７MEDIFAXより）

「クラウド」活用で健康管理／市場規模１５兆円、
経産省試算
　経済産業省は、インターネット経由で情報やソフ
トウエアを共同利用する「クラウドコンピューティ
ング」を活用することにより、医療・介護分野で２０２０
年までに１５兆円規模のサービス市場を創出できると
の試算を盛り込んだ報告書をまとめた。「個人のヘル
スケア情報を大量に収集・蓄積し、分析・活用する
ことができれば、予防医療の促進による生活習慣病
の改善や医師の負担を低減することが期待できる」
とし、健康管理に基づいた疾病予防での活用を促す
方向性を示している。
　０９年７月に同省に設置された「クラウドコンピュ
ーティングと日本の競争力に関する研究会」がまと
めた。クラウドコンピューティングは、大量の情報
や多様なソフトウエアが集約されたデータセンター
にインターネット経由でアクセスして利用する新し
いＩＴ（情報技術）サービス。利用者は、高額なＩ
Ｔ機器やシステムを持たずにコンピューター資源を
活用することができる。
●プライバシーへの配慮必要
　ただ、報告書では「ヘルスケア情報はプライバシ
ー性の高い情報であり、安全・安心に利活用できる
ようにする配慮も必要」と指摘。利用を促すため、
情報の標準化と取り扱いルールの策定を行うなど、
政府の対応も明記した。（８/１８MEDIFAXより）

医療・介護で約４８００億円赤字／全国健康保険
協会０９年度決算案
　全国健康保険協会は７月１２日付で、２００９年度の決
算案を公表した。健康保険事業では、医療分と介護
分を合わせて単年度収支が約４８００億円の赤字、準備
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金残高が約３５００億円の赤字となった。７月２６日の運
営委員会で決算案について議論し了承を得てから、
厚生労働省に承認申請する予定。
　短期借入金と準備金戻入を除いた収入は７兆５８３８
億円で、うち医療分が６兆９７９９億円、介護分が６０３９
億円を占めた。借入金償還金を除いた支出は８兆６６９
億円（医療分７兆４４１９億円、介護分６２５０億円）で、
収支差は４８３０億円の赤字。準備金戻入後の収支差は
３４９１億円の赤字となった。
　同協会は「大変厳しい経済情勢の下、保険料収入
が減少したことが、赤字の主な要因」と分析。「景
気・経済の見通しや医療費の動向など引き続き厳し
い財政運営が予想される」とした上で「医療費適正
化、経費節減、業務改革に全力で取り組みながら、
１２年度末までの特例措置期間内で累積赤字を償還
し、財政再建に努めていく」としている。
（７/１４MEDIFAXより）

ポリオ「生ワクチンの接種徹底を」／小児科
学会が声明
　日本小児科学会の予防接種感染対策委員会は８月
２０日、「不活化ポリオワクチン導入までは、経口ポリ
オ生ワクチンの接種を徹底すべきである」とする声
明を発表した。
　声明では、インドやパキスタン、アフガニスタン、
アフリカの一部地域で依然としてポリオの流行が続
いており、「世界根絶が達成されるまでは、ワクチン
接種を継続し、かつ接種率を高く保つことが必要」
と指摘。不活化ワクチンの導入には時間がかかると
の見通しを示し、生ワクチンの接種を継続すべきと
している。
　ポリオの生ワクチン接種をめぐっては、２００９年に
神戸市在住の男児が、集団接種を受けなかったにも
かかわらずワクチン由来のポリオウイルスに感染。
厚生労働省は国内メーカー４社に対し、沈降精製百
日せきジフテリア破傷風混合ワクチン（ＤＰＴワク
チン）と不活化ポリオワクチン（ＩＰＶ）の混合ワ
クチンの開発を促している。（８/２３MEDIFAXより）

臓器を摘出、５施設で移植／改正法初の家族
承諾
　改正臓器移植法に基づき、家族の承諾で初めて脳
死と判定された２０代の男性が入院していた関東地方
の病院で８月１０日、男性から臓器が摘出された。心
臓は国立循環器病研究センター（大阪府）で２０代の

男性患者に移植されるなど、同日中に５施設で５人
の患者に移植された。
　日本臓器移植ネットワークによると、提供者の男
性は家族と臓器移植関連のテレビ番組を見ていた
際、口頭で提供意思を示していたという。
　１９９７年に施行された臓器移植法では、提供には１５
歳以上が書面で提供意思を示す必要があり、今回の
ようなケースは脳死での提供はできなかった。だが
２００９年７月、提供数増加を目的に提供要件を緩和し
た改正法が成立し、１０年７月１７日に施行された。脳
死移植は９７年以降、今回で８７例目になる。
【共同】（８/１１・１２MEDIFAXより）

医療ツーリズム、地方が熱視線／モニターツ
アーなど活発化
　地方自治体が「医療ツーリズム」に熱い視線を注
いでいる。中国の富裕層を対象にモニターツアーを
企画し、商品化にこぎ着けた自治体もあり、関係機
関を集めた協議会や研究会の発足も相次いでいる。
２０１１年度からは政府も推進に本腰を入れる方針だ
が、反対論も依然として根強く、「公的保険が充実し
た日本ではなじみにくい」との見方も出ている。
　日本政策投資銀行は、２０年時点の医療ツーリズム
の国内潜在需要を年間４３万人、市場規模を約５５００億
円とはじく。こうした数字は地方にとっても魅力的
で、福島県や新潟県、長崎市などがモニターツアー
を相次いで実施。福島県の担当者は「大都市だけで
なく、地方でも一定以上の水準の検診や治療を提供
できるのが日本の強みだ」と話す。
　さらに、大阪市は８月、庁内に「大阪国際医療ツ
ーリズム研究会」を設置し、１１年度中の事業計画案
策定に向けて検討を始める予定だ。熊本県や沖縄県
などでも研究会や検討会が発足しており、自治体の
動きは活発化している。
　日本政策投資銀行は「高度な医療技術・設備と豊
富な観光資源を有するわが国も、多くの医療ツーリ
ストを呼び込むことができる可能性は十分にある」
と指摘。一方で、民間シンクタンクの大和総研が７
月公表したレポートでは「公的保険が充実した国で
は、ビジネス色の強い医療ツーリズムはなじみにく
い。日本の医療供給体制の改善や日本経済の成長に
つながる可能性は極めて低い」と否定的な見方が示
されるなど、医療ツーリズムの可能性については、
専門家の間でも見方が分かれている。
（８/１２MEDIFAXより）
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受給者１人当たり費用６１００円増／０９年度介護
給付費実態調査
　厚生労働省が７月２９日に発表した「２００９年度介護
給付費実態調査結果の概要」によると、０９年度に一
度でも介護予防サービスか介護サービスを受けた実
受給者数は４６８万７１００人だった。また、１０年４月の受
給者１人当たり費用額は１５万７３００円で、前年同月と
比較して６１００円増加した。厚労省大臣官房統計情報
部は「介護報酬の３.０％改定と高齢化の影響と考えて
いる」とした。
　０９年５月審査分から１０年４月審査分までの介護給
付費の状況などを調べた。
　０９年度に介護予防サービスを受けた人は１１２万
６９００人で前年度より２万７２００人増加。また、介護サ
ービスを受けた人は３７９万７００人となり前年度から１２
万４００人増加した。うち介護療養施設サービスを受け
た人は１４万６１００人で、前年度から１万３１００人減少し
た。
　受給者１人当たり費用額は１０年４月審査分で１５万
７３００円となった。前年同月（１５万１２００円）より６１００
円増加し、５年連続増加となった。都道府県別では、
介護予防サービスでは福井が４万３６００円で最も高
く、沖縄の４万２８００円、佐賀の４万２７００円と続いた。
介護サービスでは沖縄の２０万９５００円が最も高く、高
知の２０万９０００円、佐賀の２０万５５００円と続いた。
　居宅サービスの平均利用率は「要介護５」が６０.７％
（前年同月５８.０％）、「要介護４」が５８.６％（同５６.８％）、
「要介護３」が５４.２％（５０.８％）となり、前年よりも
利用率が高くなっている。
　サービス受給者の要介護（要支援）状態を１０年３
月と０９年４月で比較すると、１０年３月は軽度（要支
援１－要介護１）受給者が前年に比べ１０万２７００人減
少した。一方、要介護５は前年比７万５７００人、要介
護４は同３万６９００人増加しており、要介護者の重度
化が見られる。（７/３０MEDIFAXより）

介護人材養成の在り方で中間まとめ公表／厚
労省検討会
　厚生労働省社会・援護局福祉基盤課はこのほど、

介護福祉士資格の取得経路の在り方などについて議
論している「今後の介護人材養成の在り方に関する
検討会」（座長＝駒村康平・慶応大教授）の中間まと
めを公表した。３年以上の実務経験を持つ介護職員
が国家試験を受ける要件に２０１２年度から加わる「６
カ月（６００時間）以上の養成課程修了」について、対
応が困難な事業者が多数いることなどを踏まえ、１５
年度に延期すべきとの見解などを盛り込んでいる。
公表日は８月１３日付。
　同検討会が７月２９日に大筋で了承した中間まとめ
について、委員からの意見を踏まえ微調整を行い、
完成版を公表した。「６カ月（６００時間）以上の養成
課程修了」などを盛り込んだ、新たな実務経験者の
資格取得経路について「見直したうえで、施行は１２
年度から３年程度延期すべき」と明記。１２年度を予
定していた養成施設卒業者への国家試験義務付けの
施行時期についても「併せて見直しを検討すべき」
とした。
　このほか、今後の検討の方向性について「専門介
護福祉士など介護福祉士資格取得後の継続教育、及
びキャリアアップの在り方などについて検討する」
としている。
　最終報告は、年内を目途に取りまとめる予定とし
ている。（８/１７MEDIFAXより）

介護職員のたん吸引で試行／厚労省、１１年３
月から
　厚生労働省の「介護職員等によるたんの吸引等の
実施のための制度の在り方に関する検討会」（座長＝
大島伸一・国立長寿医療研究センター総長）は８月
９日、事務局が示した試行事業案をおおむね了承し
た。５０時間の講義などを盛り込んだ基本研修と実地
研修を受けた介護職員約１２０人が、現在は医行為に当
たるたんの吸引と経管栄養の一部を要介護者らに実
施する。介護職員の講師となる医師や看護師への研
修を１０月から開始し、１１年３月には介護職員による
ケアの試行が行われる見通しだ。
　試行事業で実施する行為はたんの吸引（口腔内、
鼻腔内、気管カニューレ内部）と、経管栄養（胃瘻、
腸瘻、経鼻）。口腔内のたんの吸引については咽頭の
手前までを限度とし、経管栄養の状態確認について
は、看護職員が実施することとした。
　実地研修の対象施設は特別養護老人ホームや介護
老人保健施設、障害者（児）施設、訪問介護事業者
（在宅）など。医療・介護の連携体制が整っているこ
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とや、指導看護師を介護職員数人につき１人以上配
置できることなどが条件となる。
　指導者講習を受けた医師と看護師６０人程度が、介
護職員に５０時間の講義を実施。介護職員はその後、
実地研修を経て、施設や在宅でたん吸引などを行う。
（８/１０MEDIFAXより）

介護施設の定員８.７万人増へ／１０年度までの
２年で
　介護保険施設の定員が２００９－１０年度の２年間で
８.７万人分、増える見込みであることが、厚生労働省
が７月３０日の社会保障審議会・介護保険部会に報告
した集計結果で分かった。０９年度実績は２.７万人分増
で、１０年度は６.１万人分増となる見通しだ。
　集計の対象施設は①特別養護老人ホーム②介護老
人保健施設③認知症高齢者グループホーム④ケアハ
ウス⑤小規模多機能型居宅介護事業所。
　都道府県別に見ると、最も多いのは東京で２年間
で７７７６人分増となる見通し。一方、最も少ないのは
佐賀で１８０人分増を見込んでいる。
　厚労省は０９－１１年度の３年間で、介護保険施設の
定員を１６万人分整備する目標を打ち出している。
（８/３MEDIFAXより）

対前年同月比事業収入は平均１０８.１％／０９年度
介護労働実態調査
　２００８年９月の事業収入１００に対する０９年９月の事
業収入指数（対前年同月比）が１００％以上と回答した
介護事業所は約６割を占めることが８月１６日、介護
労働安定センターがまとめた「０９年度介護労働実態
調査・事業所における介護労働実態調査結果報告書」
で分かった。対前年同月比の平均は１０８.１％だった。
　同報告書によると、０９年９月の事業収入が前年同
月比「１００％以上１０５％未満」だった事業所は２２.１％
で、最も多かった。次いで「１２０％以上」１６.０％、「１１０％
以上１２０％未満」１０.３％などで、「１００％以上」は合わ
せて５７.３％だった。「１００％未満」の事業所は合わせ
て２７.７％、無回答は１５.０％。
　サービス種類別に見ると、介護老人保健施設の
７１.９％、介護老人福祉施設の７６.１％がそれぞれ「１００％
以上」と回答。一方、介護療養型医療施設で「１００％
以上」と回答したのは４９.９％で、ほぼ半数だった。
　法人格別では、医療法人の６０.３％、社会福祉法人
の６６.６％、民間企業の５４.５％が「１００％以上」と回答
した。

　１万６８６０事業所を対象に、０９年１１月に調査を実施。
７５１５事業所から有効回答を得た。
●介護報酬の７割は人件費へ
　０９年９月の１カ月の介護報酬に占める人件費の割
合を聞いたところ、全体の平均は７０.８％だった。サ
ービス種別では、介護療養型医療施設が６０.３％、介
護老人保健施設が６０.６％、介護老人福祉施設が６１.４％
だった。介護保険外の収入も含む介護事業収入に占
める人件費の割合は、全体で平均６４.４％。サービス
種類別では、介護療養型医療施設が５５.１％、介護老
人保健施設が５４.４％、介護老人福祉施設が５４.８％だっ
た。
●介護報酬改定の影響「基本給引き上げ」３割
　０９年度介護報酬改定に伴う経営面での対応状況を
複数回答で聞いたところ、全体では「基本給の引き
上げ」が３０.４％で最も多く、次いで「諸手当の導入・
引き上げ」２６.６％、「教育研修の充実」２１.４％などだ
った。一方「いずれもなし」との回答も２１.１％あっ
た。
　サービス種別に見ると、介護老人保健施設では「基
本給の引き上げ」が４５.７％で最も多く、介護老人福
祉施設では「諸手当の導入・引き上げ」が４４.６％で
最も多かった。
　一方、介護療養型医療施設と訪問看護は「いずれ
もなし」がそれぞれ２５.５％と４５.５％で、最も多かった。
（８/１７MEDIFAXより）

「処遇改善なし」が４割／介護従事者の就業実
態調査
　介護従事者の処遇改善などを柱に３％のプラス改
定となった２００９年度介護報酬改定後も、特に処遇は
改善されなかったと答えた介護従事者は約４割に上
ることが、介護労働安定センターがまとめた「０９年
度介護労働実態調査・介護労働者の就業実態と就業
意識調査結果報告書」で分かった。
　０９年度介護報酬改定を受けて実施したと説明のあ
った処遇改善について、複数回答で聞いたところ、
「いずれもなし」が３７.７％で最も多く、次いで「基本
給の引き上げ」１７.３％、「諸手当の導入・引き上げ」
１３.９％、「一時金の支給」１２.６％などだった。
　サービス種別に見ると、介護老人保健施設でも「い
ずれもなし」が最多で３６.８％。次いで「諸手当の導
入・引き上げ」２１.１％、「基本給の引き上げ」１９.２％
などだった。介護老人福祉施設でも「いずれもなし」
が２６.８％で最も多く、「基本給の引き上げ」２３.１％、
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「諸手当の導入・引き上げ」２２.８％と続いた。
　介護従事者５万５８０人を対象に０９年１１月に調査を
実施。２万６３０人から有効回答を得た。
●税込み平均月収は約１８万５０００円
　介護従事者の通常月の税込み平均月収（賞与は除
き、残業代、休日出勤手当、交通費などの諸手当を
含む）は全体で１８万４７００円だった。職種別に見ると、
正社員の訪問介護員は１９万４００円、非正社員の訪問介
護員は１０万１７００円。正社員の訪問看護員は２６万９３００
円、非正社員の訪問看護員は１３万１２００円だった。
　サービス種別に見ると、介護老人保健施設が２２万
８１００円、介護療養型医療施設が２１万７５００円、介護老
人福祉施設が２１万３０００円だった。
●労働条件の悩み「賃金が低い」が最多
　労働条件の悩みや不満などを複数回答で聞いたと
ころ、全体では「仕事内容のわりに賃金が低い」が
５０.２％を占め、最も多かった。次いで「人手が足り
ない」３９.４％、「有給休暇が取りにくい」３６.９％、「業
務に対する社会的評価が低い」３６.４％などだった。
　一方、働く上での悩みや不満などの解消に向けた
取り組みで、役立つと思う項目を複数回答で聞いた
ところ、最も多かったのは「介護能力の向上に向け
た研修」で４０.２％だった。（８/１９MEDIFAXより）

 

稼働日数補正後の伸び率３.６％増／０９年度「医
療費の動向」
　厚生労働省は８月１６日、２００９年度の「医療費の動
向」を公表した。医療費の総額は、３５.３兆円で、前
年度と比較し約１兆２０００億円増加した。医療費の伸
び率は３.５％、稼働日数補正後は３.６％で、厚労省保険
局調査課は伸び率はおおむね従来と同水準としてい
る。
　診療種類別の医療費伸び率は、医科の入院が
３.１％、入院外が２.８％だった。特に入院外は前年度
０.２％から大きく増加した。このほか、歯科は０.７％減、
調剤は７.９％の伸び率で、歯科が前年度の２.６％から大
きく減少する一方、調剤は前年度５.３％から増加し
た。稼働日数補正後の伸び率では、入院が３.２％、入
院外が２.９％だった。
　また、１日当たりの医療費の伸び率は４.１％だっ

た。延べ患者数に相当する受診延べ日数は０.６％減だ
った。受診延べ日数の伸び率は０５年度以降、５年連
続で前年度比減少傾向にある。受診延べ日数が減少
傾向にある一方、１日当たり医療費は増加している
ため、医療費総額は増加傾向にある。
（８/１７MEDIFAXより）

「初・再診」１日当たり０.８％増／０９年診療行為
別調査
　厚生労働省が７月１５日に発表した「２００９年社会医
療診療行為別調査結果の概況」で、入院外の「初・
再診」の１日当たり点数が前年比で０.８％増加してい
たことが分かった。０８年度診療報酬改定でいわゆる
「５分ルール」が導入された外来管理加算の算定回数
は、改定直後の前年より１１１万８２４６回増え、３３９１万
９０７０回となった。外来管理加算の１件当たり点数は
前年比０.７点、１日当たり点数は同１.２点増だった。
　再診料、外来管理加算の算定回数を病院・診療所
別に見ると、再診料は病院で２６２５万２７０７回（前年比
１９３万９７７９回減）、診療所で６３６２万２０８７回（同２４７万
２４９６回減）、外来管理加算は病院で６１４万２２０２回（同
２６万２９２０回減）、診療所は２７７７万６８６８回（同１３８万１１６６
回増）だった。
●メディアスとの乖離ない
　入院外の総数では、１件当たり１２４９.０点で前年比
９.３％減、１日当たり７２９.９点で同３.９％減。前年調査
では人工腎臓明細書が例年と比べて多く抽出された
ため、「処置」の点数が例年より高かったが、厚労省
統計情報部社会統計課は「今回の調査でほぼ例年通
りに戻った」としている。抽出の偏りに伴い１０年度
診療報酬改定を議論した０９年の中医協では、診療行
為別調査とメディアスとの乖離が指摘され、補正デ
ータが用いられたが、今回調査については「メディ
アスと大きな乖離はない」（社会統計課）としている。
　入院の総数は１件当たり４万３６０８.５点（前年比
２.８％増）、１日当たり２５８２.７点（同１.８％増）。ＤＰＣ
対象病院増加の影響で「診断群分類による包括評価
等」は１件当たり９７１０.９点（同６１.９％増）、１日当た
り５７５.１点（同６０.２％増）と大幅な増加が見られた。
包括される検査などの点数は１件当たり、１日当た
りともに減少している。（７/１６MEDIFAXより）

平均寿命、男女ともに過去最高／０９年簡易生
命表
　厚生労働省は７月２６日、２００９年の「簡易生命表の
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概況について」を発表した。発表によると、０９年の
男性の平均寿命は７９.５９年（前年比０.３０年増）、女性の
平均寿命は８６.４４年（同０.３９年増）となり、いずれも
過去最高となった。
　また、将来どの死因で死亡するか計算した死因別
死亡確率によると、０歳の男女ともに将来、悪性新生
物で死亡する確率が最も高かった。男性では、悪性新
生物（２９.９０％）、心疾患（１４.６８％）、肺炎（１２.２０％）、脳
血管疾患（１０.０８％）の順となった。女性は悪性新生物
（２０.６３％）、心疾患（１９.０９％）、脳血管疾患（１２.１１％）、
肺炎（１１.３５％）となった。（７/２７MEDIFAXより）

看護職の需要、１５年に約１６５万人／需給見通し
暫定版
　厚生労働省は７月１６日、第７次看護職員需給見通
しに関する検討会（座長＝尾形裕也・九州大大学院
教授）に、２０１１年から５年間の第７次看護職員需給
見通しの暫定版を示した。看護職員の実人員の需要
は１１年の約１５４万人から、１５年には約１６５万人に増加
すると推計した。これに対して供給は約１４８万人から
約１６４万人になると見込んだ。需要に対する充足率
は、９６.２％から９９.４％に上がるとした。厚労省は、都
道府県にヒアリングして数字を精査し、検討会の意
見を加えた報告書を１０年中にまとめる。
　需給見通しを積算するため、各都道府県は病院や
診療所、介護老人保健施設など約５万４０００施設を対
象に調査を実施した。都道府県が算定した需給見通
しを積み上げて全国の需給見通しを策定した。
（７/２０MEDIFAXより）

第１期の接種率９３.６％／０９年度麻しん風しん
予防接種
　厚生労働省はこのほど、麻しん風しん第１期－第
４期の２００９年度定期予防接種実施状況の調査結果を
公表した。０９年度の第１期接種（生後１２カ月以上２４
カ月未満）の接種率全国平均は９３.６％、第２期（小
学校入学前の１年間）の全国平均は９２.３％だった。
　また、０８－１２年の５年間の時限措置で実施されて
いる第３期（中学１年生相当）と第４期（高校３年
生相当）の全国平均接種率はそれぞれ８５.９％と７７.０％
だった。（８/１１MEDIFAXより）

人員不足で廃止、０９年度に８５件／訪問看護ス
テーション
　訪問看護ステーションのうち、人員基準（常勤換

算で看護職員２.５人以上）を満たせなくなったことが
原因で廃止したステーションは２００９年度の１年間で
８５事業所だったことが、７月２８日の「訪問看護支援
事業に係る検討会」に厚生労働省が報告した調査結
果で分かった。１０年５月に、４７都道府県を対象に調
査を実施した。人員基準が満たせなくなったことに
より「休止」したのは、全国で６７事業所だった。
　人員基準を満たさなくなった場合の具体的な取り
扱いについて聞いたところ、４３自治体が明確な基準
を定めていないと回答。看護師の急な退職で看護師
数が常勤換算で１.５人になった場合の対応では、３１自
治体が「訪問看護ステーションの状況に応じて、具
体的対応を決める」と回答し、最も多かった。「即休
止または廃止」との回答も４自治体からあった。
（７/２９MEDIFAXより）

国立大病院、５年連続で収益増／０９年度決算
　文部科学省はこのほど、国立大学法人などの２００９
年度の決算をまとめた。国立大の附属病院の収益は
７８２６億円で前年度に比べて３５８億円（４.８％）増加し、
５年連続の増加となった。一方、診療経費も３６１億円
（７.５％）増の５１９６億円。文科省がまとめた「国立大
学法人化後の現状と課題について」の中間まとめで
も、診療業務の負担で人材養成機能が低下している
と指摘があり、診療業務が増加している実態が財務
上からも明らかになった。
●運営費交付金減少も「しわ寄せ」の懸念
　全国の８６国立大学法人と４大学共同利用機関法人
の決算などをまとめた。附属病院の経常費用を見る
と、教育研究経費、診療経費、人件費のいずれも増
加していた。教育研究経費は前年度比５億円増の１１３
億円、人件費も同様に３８億円増の３６７９億円で診療経
費に人件費などを加えた合計では９４３１億円となっ
た。
　経常収益を見ると、病院収益が増加している一方、
運営費交付金収益は１０１億円減の１５０２億円で合計は
９７２７億円となった。国は附属病院収入が診療経費と
借入金の返済額の合計に満たない法人に対しては
「附属病院運営費交付金」を補助しているが、附属病
院の経営改善による収入増加により、国からの運営
費交付金が年々減少している。ただ、運営費交付金
収益を詳細に見ると、そのほかの運営費交付金が占
める割合が増加しており、文科省の決算のまとめで
は「しわ寄せが学部などに及んでいることが懸念さ
れる」としている。（７/２３MEDIFAXより）
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後期高齢者医療費５.７％増／０９年度、国保中央
会まとめ
　２００９年度の後期高齢者医療費（速報値）は１１兆９４４０
億円で前年度比５.７％増だったことが７月１３日、国保
中央会のまとめで分かった。被保険者１人当たり医
療費は８７万４９１５円（前年度比２.５％増）で、都道府県
別の比較では最高が福岡の１１０万７７０９円、最低は新潟
の７１万９５３０円となっている。市町村国保と国保組合
を合わせた国保医療費は１０兆９１７５億円（同２.４％増）
で、後期高齢者医療費と国保医療費を合わせた国保
連合会の審査確定分の医療費総額は２２兆８６１６億円だ
った。
　後期高齢者１人当たり医療費を医療の種類別に見
ると、入院は２.１％、入院外は１.４％、歯科は１.９％、
調剤は６.９％それぞれ増加している。一方、国保の１
人当たり医療費を医療の種類別に見ると、入院は
２.３％、入院外は２.６％、調剤は７.２％それぞれ増加し
ているが、歯科は１.２％減だった。
　０９年度の介護費総額は７兆５６２０億円で前年度比
７.３％増。０８年度の伸び率（４.３％増）と比べて大幅に
伸びた要因について、国保中央会は０９年度介護報酬
改定（プラス３.０％）の影響と見ている。内訳は、居
宅系サービスが３兆６２７６億円（前年度比９.４％増）、
施設系サービスが３兆２９１６億円（同４.２％増）、地域
密着型サービスが６４２７億円（同１２.０％増）だった。
施設系サービスのうち、介護療養型医療施設の介護
費は４５３１億円で前年度比８.６％減となり、「療養病床
再編の動きが反映されている」（国保中央会）として
いる。
　０９年度の要介護認定者数は平均で４８４万８８３１人、受
給者数は３９２万７１人。認定者に占める受給者の割合は
８０.８％だった。また、受給者に占める女性の割合は
７１.５％だった。（７/１４MEDIFAXより）

特定健診実施率、２年連続目標下回る／全国
健康保険協会
　全国健康保険協会運営委員会（委員長＝田中滋・
慶応大大学院教授）は７月２６日、２００９年度の特定健
診・特定保健指導の実施状況（速報値）などを盛り
込んだ事業報告書を了承した。特定健診項目を含む
生活習慣病予防健診の受診率は、被保険者が３８.３％
（前年度比２.４ポイント増）、被扶養者が１２.２％（同１.０
ポイント増）で、いずれも旧政管健保で掲げた５カ
年計画の目標値を２年連続で下回った。
　特定保健指導の実施率は、被保険者が４.８％（同３.９

ポイント増）、被扶養者が０.４％（同０.４ポイント増）
となっている。
　旧政管健保では、１２年度の実施率目標として、特
定健診７０％、特定保健指導４５％を掲げていた。目標
に達しなかった理由として、報告書では「ほかの保
険者と異なり、事業所の規模が小さく、かつ広い地
域に点在しており、効率的な特定健診の受診勧奨や
保健指導が難しいという事情が背景にある」と指摘。
被保険者の実施率向上に向けて、国の定めた電子的
様式以外でも健診結果を取得できるようにするシス
テム改修や、被扶養者に対しては受診券を直接送付
するなどの取り組みを挙げている。
●レセプト点検や後発品使用の数値目標
　報告書の総括では、今後の運営についても言及し、
医療費適正化をはじめ、経費の節減や業務改革など
に重点を置いた中期ビジョンを策定する考えを盛り
込んだ。医療費適正化の具体策として、１０年度事業
計画でレセプト点検や後発医薬品の使用促進に関す
る数値目標を掲げるとした。さらに、近年、給付費
の伸びが大きい傷病手当金や柔道整復師療養費の現
金給付に関する審査の強化にも重点的に取り組むと
した。
●医療・介護で４８３０億円赤字
　０９年度決算報告書も了承した。健康保険勘定は、
収入の中から準備金戻入と短期借入金を除く収支が
４８３０億円の赤字。赤字額は医療分が４６１９億円、介護
分が２１１億円となる。船員保険決算（１０年１－３月分）
は収入２３３億円に対し、準備金繰入を除く支出は１４６
億円となっている。（７/２７MEDIFAXより）

四半期の報告件数、過去最多に／評価機構の
医療事故報告書
　２０１０年１－３月に日本医療機能評価機構に報告の
あった医療事故件数は５９３件で、四半期ごとの報告件
数としては過去最多だったことが７月１４日、同機構
が公表した「医療事故情報収集等事業第２１回報告書」
で分かった。同機構は「医療事故を報告することが、
事業開始後５年を経て次第に定着してきていること
の表れと考えている」としている。
　医療事故について報告義務のある２７２医療機関と、
任意で事業に参加している５４５医療機関のうち１６８医
療機関から報告があった。報告義務のある医療機関
から報告があった事故（５１４件）を概要別に見ると
「療養上の世話」が２４０件で最も多く、「治療・処置」１２２
件、「ドレーン・チューブ」３４件、「薬剤」２３件など

京都保険医新聞２０１０年（平成２２年）８月２３・３０日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７５７・２７５８合併号

１７

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１３４号



だった。事故の程度については「障害残存の可能性
なし」が１５２件で最も多かったが、「障害残存の可能
性がある（低い）」１４３件、「障害残存の可能性がある
（高い）」５７件、「死亡」４３件などもあった。
　個別テーマとして新規に取り上げた「病理に関連
した医療事故」では、０４年１０月から１０年３月３１日の
間に報告のあった病理に関する医療事故３６件につい
て分析。「検体提出忘れ」「検体紛失」「検体の混入」「検
体取り違え」などの事例があったとした。
　ヒヤリ・ハット事例収集・分析・提供事業では、
１０年１－３月の間に、参加医療機関９６５施設のうち
３９３施設から１１万７６４６件の発生件数情報報告があっ
た。うち「薬剤」に関連した報告が３万８３５６件で最
も多く、次いで「療養上の世話」２万７３４７件、「ドレ
ーン・チューブ」１万９０６５件などだった。
（７/１５MEDIFAXより）

赤字病院は６０％台に減少／全自病、０９年度決
算見込額調査
　全国自治体病院協議会が７月２７日までにまとめた
２００９年度「決算見込額調査報告書」によると、会員
病院で地方独立行政法人が設置する病院を除く４７４
病院のうち赤字病院は２９０病院で全体の６１.２％を占
めた。０８年度決算の３３９病院から４９病院減少し、割合
も７１.５％から１０.３ポイント減少した。
　全自病の石黒久也経営指導部長は、赤字病院の減
少について「０９年度は公立病院改革プラン実施の初
年度に当たり、各自治体病院が人員の確保や経費削
減などに努力した部分が大きい」と述べた。ただ、
病床規模が小さい病院では依然、医師数が減少して
いると指摘。自治体病院の経営状況について「良い
ところは良く、悪いところは悪くなり、格差が拡大
して２極化している」とし、今後の推移を見守る姿
勢を強調した。
　調査は全自病会員の病院のうち、地方公営企業法
の適用病院と地方独立行政法人が設置する病院の合
計９３０病院を対象に行った。集計できたのは４８１病院
で回収率は５１.７％だった。
　適用病院の４７４病院について見ると、入院収益は
２.７％増、外来収益も ３.４％増でともに増加した。１
病院当たりの１日平均入院患者数は１９６.５人で、前年
度２００.０人から１.７％減少した。入院の患者１人１日当
たり診療収入の平均額は３万８９９０円で前年度から
４.５％増加した。患者数の減少を上回る入院単価の増
加が収益増につながった。一方、外来については、

１日平均外来患者数は４８１.３人で前年度から１.９％減
少した。外来の患者１人１日当たり診療収入の平均
額は１万６１２円で前年度から５.４％の増加だった。
　適用病院で赤字病院の割合が多い病床規模は２００
－２９９床の７４.５％で対前年度４.２ポイントの減少。この
規模の病床数の病院は前年度調査でも赤字病院が多
く、石黒部長は「大規模と小規模の間にある病院の
厳しい決算が続いている」と指摘した。次いで３００－
３９９床が７１.６％で対前年度１３.５ポイント減、４００－４９９
床が６７.３％で４.１ポイント減、１００－１９９床が６４.１％で
９.３ポイント減、５００床以上が４９.０％で１５.７ポイント
減、２０－９９床が４８.１％で１４.４ポイント減となってい
る。
　地方独立行政法人が設置する７病院については、
前年度からすべて黒字病院となっており、今回の調
査で黒字幅がさらに拡大した。
　全自治体病院の最終決算はあらためて総務省が公
表する。全自病は「過去の傾向から、全病院の決算
では、赤字病院の割合などは全自病の調査より悪化
する可能性が高い」としている。
（７/２８MEDIFAXより）

２次救急病院数の格差は７.８２倍／日医総研ＷＰ
　日医総研はこのほど、全国３４８の２次医療圏の地域
格差についてデータ分析し、ワーキングペーパー（Ｗ
Ｐ）としてまとめた。医師数などについて上位３５医
療圏（上位１０％）の平均値と下位３５医療圏（下位１０％）
の平均値の格差は、医療施設従事医師数で３.４１倍、
病院従事医師数で４.８６倍、２次救急対応病院数では
７.８２倍に及ぶことが分かった。
　人口１０００人当たり医療施設従事医師数は、全国平
均で１.８５人だった。東京の区中央部（１１.７８人）や区
西部（４.７８人）など上位３５医療圏の平均値は３.５６人で、
愛知の尾張中部（０.７２人）や茨城の常陸太田・ひた
ちなか（０.８４人）など下位３５医療圏の平均値１.０４人と
比較すると、格差は３.４１倍となった。
　病院従事医師数では、人口１０００人当たり病院医師
数の全国平均が１.１６人だった。東京の区中央部（８.８８
人）、区西部（３.２８人）、福岡の久留米（３.１３人）など
で多かった一方、愛知の尾張中部（０.１９人）、東京の
島しょ（０.２５人）、埼玉の児玉（０.３９人）などでは少
なく、上位３５医療圏と下位３５医療圏の平均値の格差
は４.８６倍だった。
　２次救急対応の病院数を見ると、人口１０万人当た
り平均施設数は２.９８病院で、最も多い北海道の南檜
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山では１４.１９病院だったが、▽気仙（岩手）▽奥越
（福井）▽甲賀（滋賀）▽隠岐（島根）▽五島（長
崎）▽上益城（熊本）─の６医療圏では２次救急対
応の病院がなく、上位と下位の格差は７.８２倍に達し
た。
●分娩実施病院の格差は約５９０倍
　また、１５歳以上４５歳未満女性１万人当たり分娩実
施病院の全国平均は０.６８病院だった。長崎の壱岐
（４.７０病院）や対馬（３.９６病院）など上位３５医療圏の
平均は１.９８５病院、しかし３４医療圏で分娩実施病院が
存在せず、下位３５医療圏の平均は０.００３病院となり、
格差は約５９０倍となった。帝王切開の実施病院につい
ても、４４医療圏で実施病院が存在せず、２次医療圏
間で分娩施設数に大きな格差があることが分かっ
た。
　今回の分析は▽医療施設従事医師数▽病院従事医
師数▽病院の救急対応▽病院の提供医療サービス─
などの項目について▽医師・歯科医師・薬剤師調査
（厚労省）▽医療施設調査（厚労省）▽病院報告（厚
労省）▽住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び
世帯数（総務省）▽全国都道府県市区町村別面積調
（国土地理院）─の５つのデータを使用して分析し
た。（７/２１MEDIFAXより）

診療所、小規模病院は苦戦／日医レセプト調査
　日本医師会は８月１１日、４－６月分のレセプト調
査の結果を発表した。診療所の外来の総点数は前年
同期と比べて０.１９％増となり、０.０９％減だった速報
（４、５月分）から微増に転じたが１日当たり点数は
０.２６％減とマイナス幅が広がった。病院は入院の総
点数が前年同期に比べて５.１４％増、外来も２.３６％の増
となった。高杉敬久常任理事は会見で「大規模急性
期病院に資源が集中した一方、診療所や小規模病院
は苦戦している」とし、「地域医療を支えるためには、
すべての医療機関の底上げが必要」と訴えた。
　病院と診療所の入院、外来を合わせた総点数は
２.６４％増で、入院は５.１５％増、外来は０.７３％増でいず
れも速報よりプラス幅が広がった。
　診療所は入院が５.２５％増と大きく増加したが、外
来が０.１９％の増にとどまった。診療所の外来の１日
当たり点数は前年同期に比べて０.２６％減となった
が、対照的に病院は増となっており、「診療所は再診
料の引き下げなどの影響を受け、入院外プラス財源
は病院に集中しているものと推察される」と分析し
た。診療所では１件当たり日数も減少しており、「長

期処方などの拡大により通院回数が減少しているこ
とが主要因と考えられる」とまとめた。ただ、総件
数が増加していたため、総点数は微増となった。
　病院の１日当たり点数は入院が４.０４％増、外来が
４.４６％増。病院種類別に見ると、一般病院（療養病
床のみの病院を除く）は総点数が４.７６％増、療養病
床のみの病院は３.５６％増、精神科病院は２.７２％増で、
「急性期病院に手厚い評価をした成果が見られた」と
分析した。
　外来管理加算の算定回数は前年同期に比べて、診
療所が３.７％、病院が６.４％とそれぞれ増加し、合計で
は４.２％増となった。ただ、厚生労働省が要件見直し
による財政影響の試算として示した１２０億円を基に、
日医が算出した６％弱の増には至っていなかった。
（８/１２MEDIFAXより）

リハビリ充実３加算、算定は１割／回復期リ
ハ協
　全国回復期リハビリテーション病棟連絡協議会の
会員病院（８２２病院）のうち、回復期リハビリテーシ
ョンの充実度を示す「重症患者回復病棟加算」「休日
リハビリテーション提供体制加算」「リハビリテーシ
ョン充実加算」のすべてを算定できている病院は９０
病院、１０.９％にとどまっていることが分かった。「３６５
日、毎日６単位以上のリハビリ提供」の難しさがあ
らためて示された格好だ。石川誠会長（初台リハビ
リテーション病院理事長）は、メディファクスの取
材に「休日加算と充実加算の算定が１割程度とまだ
少ない。回復期リハビリ全体の底上げには重要な評
価項目だけに、継続して体制の充実を求めていく」
と語った。
　回復期リハビリ病棟の質の評価は２００８年度改定で
試行導入され、１０年度改定では、新たな質の充実が
求められる内容となった。リハビリ充実の指標とし
ては、「回復期リハビリテーション病棟入院料１」を
算定している施設で新規入院患者のうち２割以上が
重症の患者の場合算定できる重症患者回復病棟加算
と、入院料１あるいは２の算定病院で、休日を含め
週７日間リハビリを提供できる体制を評価する休日
リハビリ提供体制加算、回復期リハビリを要する状
態の患者に対して１人１日当たり６単位以上のリハ
ビリの提供を評価するリハビリテーション充実加算
の合計３項目がある。
　５月１日時点の算定状況を見ると、会員病院８２２病
院のうち、入院料１（１７２０点）の算定が７３０病院
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（８８.８％）、入院料２の算定が９２病院（１１.２％）となっ
ている。入院料１の算定病院で、重症患者回復病棟
加算の算定ができているのは４８９病院で、入院料１算
定病院の７割弱。同入院料１の算定病院で休日リハ
ビリ提供体制加算の算定は２２７病院（入院料１算定病
院の３１.１％）、リハビリ充実加算の算定が１１２病院（同
１５.３％）。リハビリ充実の指標３項目をすべて算定で
きたのは９０病院（入院料１算定病院の１２.３％、全体
の１０.９％）という狭き門になっている。
（８/１１MEDIFAXより）

入院外医療費、伸び大半は薬剤費／保団連が
指摘
　保団連は７月２１日、厚生労働省が公表している薬
剤費は少なめに見積もられており、実際は２００１年以
降の入院外医療費の伸びの大半を薬剤費が占めてい
るとの分析結果を公表した。保団連は「情報操作と
もとれる恣意的な厚労省の資料に抗議する」とし、
正確なエビデンスに基づいた医療政策を訴える要望
書を２０日付で厚労省の政務三役に提出した。
　保団連は、０１－０８年の７年間に２.４４兆円増加した
入院外医療費の伸びの大半は薬剤費の増加（１.２８兆
円）が占めていると主張。「透析と調剤薬局技術料の
伸びを除くと、医科本体の入院外医療費の伸びはわ
ずか０.０７兆円」とし「厚労省が中医協に提出してい
る薬剤費、公表されている社会医療診療行為別調査
の薬剤費が実際より過小に見積もられていることが
判明した」としている。
　５月から開始した「保団連版・診療行為別調査」
の分析過程で分かったという。
（７/２２MEDIFAXより）

義務化対象の９割は実施済み／診療所の明細
書無料発行
　レセプトをオンラインまたは電子媒体で請求して
いる医科診療所で、８月１日から明細書の無料発行
が義務化される。義務化対象となる診療所の９割程
度が、義務化前の段階で無料発行を実施しているこ
とがメディファクスの調べで分かった。発行義務化
に伴って、患者からの問い合わせや苦情の増加が懸
念されたものの、現段階では目立ったトラブルには
発展していないようだ。
　メディファクスは、明細書を無料発行する診療所
が再診料に加算できる「明細書発行体制等加算」（１
点）の６月１日現在の届け出状況について、地方厚

生局の都道府県事務所に取材した。７月２９日までに
回答があった３８都道府県について集計したところ、
全医科診療所数に占める届け出診療所の割合は
５９.７４％だった。
　全国でも届け出診療所数の割合が同じだとする
と、医科診療所の総数８万８５７５施設のうち５万２９１５
施設が届け出ていることになる。社会保険診療報酬
支払基金によると直近の５月末現在で、レセプトを
電子請求している診療所は５万８６９２施設であること
から、８月から義務化される診療所の９０.２％がすで
に明細書を無料発行していると推計できる。
　医科診療所は７月診療分からレセプトの電子請求
が義務化されたが、常勤医師全員が６５歳以上の場合
や、すべてのレセプトが手書きの場合はオンライン
または電子媒体による請求が免除されるほか、レセ
コンリース期間中の場合やレセコンの減価償却期間
の場合は最長で２０１５年３月末まで猶予される。免除
または猶予となっている診療所では、明細書発行の
義務はない。（７/３０MEDIFAXより）

地域貢献加算、都市部などで伸び悩み／メデ
ィファクス調査
　２０１０年度診療報酬改定で創設された「地域医療貢
献加算」の算定を届け出た診療所は６月１日時点で
全診療所の２１.９％だったことが、メディファクスの
調べで分かった。厚生労働省は加算の届け出施設割
合について「おおむね３割程度が算定可能」との試
算を示していたが、改定後２カ月を経て２０％台前半
となっている。患者からの時間外の電話対応などが
求められるため、東京、神奈川、千葉、大阪など、
いわゆる「ビル診」が多い都市部で低迷が目立つの
に加えて、地方でも届け出施設割合が１０％台にとど
まる県があり、地方での“伸び悩み”も見られる。
　メディファクスは、地方厚生局都道府県事務所に
同加算の届け出状況を取材した。医科診療所数８万
８１１３施設に対し、同加算の届け出診療所数は１万
９３２３施設だった。メディファクスが前回実施した５
月１日現在（長崎のみ４月１日現在）の調査時
（２１.５％）より０.４ポイント増えた。
　届け出施設の割合が１０％台だったのは１４都道府県
だった。うち政令指定都市のない都道府県は、青森
（１２.０％）、福島（１８.７％）、山梨（１７.８％）、滋賀（１５.１％）、
奈良（１９.９％）、山口（１６.１％）、沖縄（１２.４％）の７
県に及ぶ。２０％台は１７府県、３０％台は１３県、４０％台
は２県、５０％台は１県だった。
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●背景に医師会の“温度差”
　割合が地方で大きくばらついている背景には、地
方医師会の“温度差”もあるようだ。全国で千葉
（１１.４％）に次いで２番目に割合が低かった青森の齊
藤勝・県医師会長は、青森市医師会長だった３月に、
市医の会員に対し届け出をしないように伝えたとい
う。「２４時間３６５日対応という要件は、医師を人間と
して見なしていない。廃止にすべきだ」と主張する。
一方、全国で最も割合の高かった石川県（５０.７％）
の魚谷浩平・県医師会理事は「３月に開いた改定説
明会で、勤務医の負担軽減という趣旨にかんがみて、
積極的に届け出るように説明した」と話す。
●精神科は１割程度
　同加算の届け出は診療科によってもばらつきがあ
るようだ。日本精神神経科診療所協会が１０年５月に
会員向けに実施した調査では、回答した６１１施設のう
ち同加算を届け出たとしたのは６４施設。届け出施設
の割合は１０.５％で、全診療所の約半分の水準にとど
まっている。同協会医療経済委員会の堤俊仁委員長
は「精神疾患患者の特性上、無定形に時間外対応を
受け付けると治療構造を崩してしまうため、３月に
加算を積極的に取らないように指導した」と話して
いる。（８/１０MEDIFAXより）

 

高齢者医療の給付抑制撤廃を／保団連、中間
まとめ案に談話
　保団連は、厚生労働省が７月２３日に高齢者医療制
度改革会議に示した新高齢者医療制度の中間取りま
とめ案に対して「高齢者医療の給付抑制の仕組みを
撤廃し、受療権を保障する制度構築を」とする談話
を発表した。２４日付。
　談話の中で、保団連は中間まとめ案について「議
論が未消化なままで、拙速に取りまとめた案と指摘
せざるを得ない」と批判。中間まとめ案の最大の問

題として「高齢者の医療給付費の財政を別勘定にし、
その１割相当分を高齢者の保険料負担にする現行制
度の根幹を維持すること」と指摘した。その上で、
地域の医療給付費の増加が地域の保険料に跳ね返
り、引き上げが困難になれば医療給付抑制に向かわ
ざるを得なくなる制度であるとして「撤廃すべき」
とした。
　高齢者の保険料増加の抑制や市町村国保の負担軽
減策などが示されたことについては「部分的とはい
え要求が反映したことは、国民の世論と運動の成果
といえる」とし、速やかに現行制度を廃止して老人
保健制度に戻し、国民の受療権を保障する医療制度
の構築に向けて、国民的な議論を尽くすようあらた
めて要求した。（７/２７MEDIFAXより）

新高齢者制度の公聴会「改善を」／保団連
　保団連（住江憲勇会長）は８月６日、厚生労働省
が開催した後期高齢者医療制度廃止後の新たな制度
に関する公聴会の在り方について、改善を求める要
望書を長妻昭厚生労働相らに提出した。
　要望書では、「今回の『公聴会』は全体として一方
的な説明が行われただけで、さまざまな声を最初か
ら黙殺するかのような運営だったと報告を受けてい
る」とし、「これでは『公聴会』の名に値しない、そ
の場を取り繕う形式上の会合とのそしりは免れな
い」と断じた。老人保健法に基づく制度に戻して国
民的討議を行い、最終的には国が責任を持って患者・
国民の受療権を保証する制度を確立するよう求め
た。
　公聴会の在り方については▽出席者の意見を聞く
場にふさわしい運営に改める▽少なくとも高齢者を
はじめ、医療サービスを提供する当事者の発言を保
証する―の２点を求めた。（８/９MEDIFAXより）

パブコメの手法改善を要望／社会保障番号で
保団連
　保団連（住江憲勇会長）は８月１８日、政府の国家
戦略室が行った「社会保障・税に関わる番号制度に
関する検討会中間とりまとめ」に対するパブリック
コメントの手法改善を求める要望書を荒井聰国家戦
略担当相に提出した。
　要望書では、中間とりまとめで示された３項目に
限って意見を求め、意見についてもあらかじめ決め
られた項目しか選択できないと問題視した。「選択肢
以外の意見を受け付けないあまりにも限定的な今回
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の意見募集の手法は、社会保障・税にかかわる番号
制度の導入を『結論ありき』として誘導するもの」
と指摘。「住民基本台帳の教訓も生かし、慎重かつ十
分な検討を行うべき」とし、導入の是非も含めて国
民に意見を求めるよう要望した。
　国家戦略室は７月１６日から１カ月間にわたりパブ
リックコメントを実施。中間とりまとめで示された
選択肢について意見を求めた。
（８/１９MEDIFAXより）

集個指導の廃止を要請／保団連、厚労省に
　保団連（住江憲勇会長）は７月１４日、厚生労働省
に指導・監査について改善するよう要請した。高点
数を選定基準とする集団的個別指導の廃止など７項
目の改善を求めた。
　保団連が２０１０年１月に開催した定期大会で決定し
た「指導、監査改善要求」の中から会員の要望が強
かった項目を中心に要請した。▽指導は集団指導、
個別指導の２つとし、高点数を選定基準とする集団
的個別指導は廃止▽指導対象カルテの指定は厚労省
の従前の通知で示す「実施日のおおむね１週間から
１０日前に通知」に戻す。指導当日の持参物は必要最
小限の範囲にとどめる▽個別指導時の弁護士の帯
同・録音などについて各都道府県事務所に周知徹底
を図る▽保険医療機関などの取り消し期間は２年を
限度とする―の４点を示した。
　合わせて、指導、監査が地方厚生局に移管された
ことを受けての改善要求として▽地方厚生局、各都
道府県事務所との懇談・要請が実現できるよう周知
徹底を図る▽診療報酬改定時の地方厚生局主催の説
明会は、参加者の要望を踏まえて改善を図る▽指導
大綱の見直し、医療指導監査業務等実施要領の作成
などについて関連する実施通知、スケジュールなど
を公開する―の３点を挙げた。
　要請後に記者会見した田辺隆副会長は集団的個別
指導の問題に触れ、選定対象点数の平均点数が下が
っていると指摘した。その上で医療機関が選定され
ないために点数を意識的に下げるようにすることも
あるとし、「医療機関に委縮医療を強いることになっ
ている。患者も不利益を被ることになる」と述べた。
（７/１５MEDIFAXより）

子宮頸がんワクチン公費助成を／２３団体、厚
労相へ要望書
　「子宮頸がん予防ワクチン接種の公費助成推進実

行委員会」（発起人共同代表＝土屋了介・元国立がん
センター中央病院長）など、子宮頸がん予防ワクチ
ンの接種を推進する２３団体が７月２１日、長妻昭厚生
労働相にワクチン公費助成について要望書を提出し
た。
　土屋氏は要望書提出後の記者会見で「子宮頸がん
ワクチンは接種に１人約５万円かかる」とした上で、
「１１－１４歳の女性への横断的接種が効果的だが、その
年代の女性と両親には大変な負担。公費での運用が
望ましい」と述べた。
　要望書の提出に参加した団体の代表者らによる
と、長妻厚労相からは「重要な問題であり前向きに
取り組んでいく。予防接種部会の中に小委員会をつ
くってきちんと検討していきたい」との趣旨の発言
があったという。（７/２２MEDIFAXより）

公的存続求める要望書提出／医労連
　医労連は７月２７日からの３日間、静岡県で開催し
た定期大会で、社会保険病院・厚生年金病院の公的
存続法案の成立を求める特別決議を採択した。２８日
付で、菅直人首相や長妻昭厚生労働相らに要望書を
提出した。
　「社会保険病院・厚生年金病院等を公的な医療機関
として存続させ、地域医療の確保を図るための法律
の制定を求める要望書」によると、▽社保病院・厚
年病院などを公的に存続させる法案の提出と速やか
な成立▽年金・健康保険福祉施設整理機構（ＲＦＯ）
の設置期間を延長することがあっても、社保病院・
厚年病院などは売却しない▽社保病院・厚年病院な
どの医療の継続に向けて、医師・看護師ら必要な医
療従事者を確保すること―の３点を求めた。
（８/２MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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高齢者のための新たな医療制度等に
ついて（中間とりまとめ）

　厚生労働省の高齢者医療制度改革会議は、８月２０日、これまでの９回の議論等を踏まえた「中間とりまとめ」を発表した。
　新制度では現在の後期高齢者医療制度の被保険者のうち、サラリーマンとその家族は継続して被用者保険に、それ以外は
国保に加入する仕組みとする。ただし、高齢者が一気に市町村国保に加入した場合に保険料負担増などが懸念されるため、
当面、７５歳以上または６５歳以上を都道府県単位で財政運営し、環境が整った段階で都道府県単位の国保を全年齢に拡大する。
　この日の会議で厚労省は、中間取りまとめ後に議論すべき課題について１４項目に整理し、９月以降に会議で順次着手する。
公費の投入方法や７０～７４歳の窓口負担割合なども踏まえた上で、財政影響に関する試算を秋に示し、年末までに最終取りま
とめをする。

■ 高齢者医療制度改革会議　２０１０年８月２０日 ■
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２０１０年度　第４回　２０１０年７月１３日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．ＩＣＴ検討委員会（７月１日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①７月８日②12日）状況

〈政策部会〉
１．保団連第５回介護保険制度抜本改善対策委員

会（６月30日）状況
２．出版編集会議（６月30日）状況

〈保険部会〉
１．保団連医科社保・審査対策部事務局拡大小委

員会（６月29日）状況
２．保険医への行政指導を正す会、指導・監査・

処分取消訴訟支援ネット共催「保険医訴訟支
援７．３全国集会」（７月３日）状況

３．第635回社会保険研究会（７月10日）状況
【部会報告】
１．各部会（７月６日）状況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
①第63回定期総会の運営確認
②地区医師会長との懇談会の開催確認
③総務部会懇親会の開催確認
④６月度会員増減状況の確認
⑤新規開業医会員及び未入会訪問の報告
⑥保団連第２回組織部会の出席確認
⑦地区医師会会報の回覧
⑧次回開催日の確認

〈経営部会〉
①第63回定期総会の出席確認
②新規開業医会員及び未入会訪問の報告
③代議員アンケートの検討
④2010年７月１日付融資斡旋利率の確認
⑤休業補償制度パンフレット作成の確認
⑥保険医年金第55次春普及結果の確認
⑦保険医年金第56次普及の打ち合わせ会の日程確
認

⑧医師賠償責任保険制度関係の確認
⑨新規開業予定者のための講習会の開催確認
⑩アミス事業関連の確認

〈医療安全対策部会〉
①2010年６月度医事紛争状況報告
②2010年度医事紛争状況中間報告
③全国における医事紛争状況報告
④理事会特別討議の運営確認
⑤事務所移転に伴う解決案件関係資料の取り扱い
の確認

⑥医療安全対策部会学習会・医療安全シンポジウ
ムのテーマの意見交換

⑦損保ジャパン収支報告会の開催確認
⑧第63回定期総会の出席確認

〈政策部会〉
①７月の主な部会スケジュールの確認
②情勢に関わる重要資料についての報告・検討
③柔道整復師の療養実態に関するアンケート結果
の報告

④医師以外の医療従事者の役割拡大についてのア
ンケート結果の報告

⑤参議院選挙対策「各党候補者に賛同を求めたい
10の課題」取り組み結果の報告

⑥2010年度『京都保険医新聞』発行の確認
⑦保団連近畿ブロック会議の日程確認
⑧エコキャップ運動の状況報告
⑨反核・平和の取り組みの確認
⑩総会アンケート内容の検討
⑪全会員アンケートの確認
⑫環境対策委員会関連の取り組みの確認
⑬九条の会アピールを支持する京都医療人の会総
会の状況確認

⑭ワクチン講演会の開催確認
⑮メディパック発送日の確認

〈保険部会〉（７月２日開催）
①新点数・診療報酬改善対策の確認と検討
１）診療報酬改善対策委員会（仮称）
２）保団連「2010年診療報酬改定」に関する不
合理是正要求（案）

３）『在宅医療点数の手引』編集会議
４）『届出医療の活用と留意点』説明会及び在宅
医療点数説明会

②医療ＩＴ化問題対策の確認と検討
１）医療ＩＴ化問題検討会

③社保対策（社保、国保、後期高齢者、労災）の
確認と検討
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１）レセプトの点検
２）リハビリ及びリハビリ施設対策
３）介護保険対策
④公費負担医療対策（生保、その他公費、福祉医
療）の確認と検討
１）京都府の福祉医療制度に関する京都府要請

⑤審査、指導、監査対策の確認と検討
１）2010年度「審査に関するアンケート」
２）指導に関する相談
３）個別指導、監査時の弁護士帯同

⑥医療施設問題対策（病院・有床診療所対策）の
確認と検討
１）施設基準適時調査関係
２）医事担当者連絡会議
３）入院中の他医療機関受診

⑦研究会関係の確認
１）社会保険研究会
２）各科別診療内容向上会

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（６月29日）要録と決定事項の確認
２．第２回正副理事長会議（７月８日）状況確認

の件
３．第63回定期総会（第179回定時代議員会）・講

演会・懇親会への出席の件
４．各部会開催の件
５．６月度会員増減状況
　　△2010年６月30日付会員数＝2527人
６．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈経営部会〉
１．医療事故防止支援プログラム提案についての

病院訪問の件
２．保団連経税担当事務局小委員会への出席の件

〈医療安全対策部会〉
１．第271回関西医事法研究会への出席の件

〈政策部会〉
１．九条の会アピールを支持する京都医療人の会

総会・講演会（６月27日）状況確認の件
２．第６回保団連理事会（７月３日）状況確認の件
３．京都保険医新聞の発行日変更の件
４．『京都保険医新聞』（第2750号）合評の件

〈保険部会〉
１．2010年６月度国保合同審査委員会（６月23日）

状況
２．保険審査通信検討委員会（７月２日）状況確

認の件
３．保団連要機関討議通知「2010年診療報酬改定

に関する不合理是正要求（案）」の検討要請の
件

　　《以上１７件の議事について承認》

２０１０年度　第５回　２０１０年７月２７日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．第40回保団連夏季セミナー（７月３・４日）

状況
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9月の相談室
担当＝竹内建築士９月８日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）９月１６日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士９月１６日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士９月１６日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝藤田税理士９月２２日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。



４．新規開業会員訪問（７月12日）状況
５．新規開業未入会者訪問（７月12日）状況
６．代議員会正副議長との打ち合わせ（７月22日）

状況
〈経営部会〉
１．第４回保団連共済部会（７月11日）状況
２．医院・住宅新（改）築相談室（７月14日）状況
３．傷害疾病保険審査会（７月20日）状況
４．金融共済委員会（７月21日）状況
５．近畿ブロック共済担当事務局交流会（７月21

日）状況
６．保団連経税担当事務局小委員会（７月24日）

状況
〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①７月13日②20日）状況
２．法律相談室（７月15日）状況
３．医療事故案件調査委員会（７月23日）状況
４．第271回関西医事法研究会（７月24日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（７月26日）状況

〈政策部会〉
１．第31回医療制度検討委員会（６月29日）状況
２．環境対策委員会（７月16日）状況
３．全国反核医師・医学者のつどいIN奈良・第５

回実行委員会（第８回反核医師近畿懇談会）
（７月18日）状況

４．福祉国家と基本法研究会（７月19日）状況
５．福祉国家と基本法研究会「憲章・基本法起草

委員会」（７月20日）状況
〈保険部会〉
１．レセプト点検（７月６～８日）実施状況
２．保団連研究会活動担当者会議（７月11日）状況
３．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（７月

14日）状況
４．『在宅医療点数の手引』第一次事務局編集会議
（７月19～21日）状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（７月13日）要録と決定事項の確認
２．８月１日～９月14日までの会合等諸行事及び

出席者確認の件

３．第63回定期総会（第179回定時代議員会）（７
月25日）状況確認の件

４．第63回定期総会（第179回定時代議員会合併）決
議発送状況確認の件

５．各部会開催の件
６．新規開業会員訪問実施の件
７．第68回保団連近畿ブロック事務局長会議への

出席の件
８．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈経営部会〉
１．第56次保険医年金打ち合わせ会開催の件
２．第36回保団連全国事務局学習会への講師派遣

の件
３．医院・診療所での接遇マナー研修会（中級）
開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件

〈政策部会〉
１．第30回（2010年）平和のための京都の戦争展

要員派遣の件
２．国会要請行動の件
３．福祉国家と基本法研究会「憲章・基本法起草

委員会」出席の件
４．講演会「知っててよかった！大切なあなたの

健康を守るワクチンの話」開催の件
５．「京都保険医新聞」発行計画及び執筆分担確認

の件
６．『京都保険医新聞』（第2752号）・『メディペー
パー京都』第133号（第2753号）合評の件

　　《以上１８件の議事について承認》
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９月のレセプト受取・締切
13日月

労
災

10日金9日木
基金
国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。
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ウィングス京都

 加入申込期間  9 月 1 日（水）～10月20日（水）　 ２０１１年１月１日付加入です
 ２００９年度実績 1.272％
  【予定利率1.256％（2010年９月１日現在）＋配当0.016％（2009年度実績）】

保険医年金9 月1 日より
秋普及開始 ! 

この機会に
ぜひご加入下さい ！

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
10月8日（金）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医年金に
関するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

 ■月払（満７４歳以下の会員）　　　　　　　　 　　

　１口１万円　３０口限度（３０万円）

 ■一時払（満７９歳以下の会員で月払に加入している方）

　１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）

※手数料との関係で１.２５６％の利率が続くと仮定
して、新たにご加入される月払については４年
以上、一時払で２年以上の長期にわたって積立
されることをお勧めします。詳しくは、８月末
日送付の年金パンフレットをご覧下さい。
◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際に
は、ご面談下さいますようお願いいたします。
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